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１．始めに

中国と米国はそれぞれ日本にとって第１位，第２位の貿易相手であると同

時に極めて重要な対外直接投資（FDI）の投資先でもある。日本貿易振興機構
（JETRO）のデータによると，２０１７年における日本の中国および米国へのFDI
はそれぞれ１１１億ドルと４９６億ドルにのぼり１），極めて重要な投資先であるこ

とが示されている２）。この２国との安定的な通商関係の維持および同国内で

の日本企業の経済活動の活性化は日本の成長戦略や産業政策において重要な

位置を占め，日本政府は多国間自由貿易協定（FTA）などの枠組みを用いた経
済連携の強化を模索してきた。しかしながら，米国は２０１６年に署名した環太

平洋経済連携協定（TPP）から翌年脱退し３），中国を含んだ東アジアのFTAであ
る東アジア地域包括経済連携（RCEP）は２０１９年現在において合意には到達し
ていないため，現在までのところ，この両国と日本の間には自由貿易および

投資環境を保証するFTA等のパートナーシップ協定は締結されていない。ま
た，今日中国と米国の間の貿易戦争は激しさを増しており，その対立は世界

経済にとって大きなリスク要因となっているが，そのことが両国と貿易・投

資によって不可分に結びついている日本にとっても深刻な影響を与えること

が予想されている。このような情勢において，今後の日本企業，政府がさら

なる成長を目指して採るべき方向性を考えるために，本論考では，佐藤・加
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藤（２０１８）におけるインドでの日系企業現地法人の活動に関する分析に倣って

中国および米国における日本企業の現地法人の活動を企業データに基づいて

比較・分析し，さらなる議論・研究に必要な基礎資料を提供する。

本論考は日本学術振興会による研究助成を受けている基盤研究C「日本企
業の対外直接投資の研究：米国，中国，インドの比較分析」の成果の一部をま

とめたものである。同研究では，すでに日本との間にFTAを締結しているイ
ンド４）における日系現地法人の活動について分析を行ったが，同様の分析を

中国・米国の日系現地法人に対しても行うことで，それぞれ比較可能な基礎

資料を作成することを目的としている。なお，これまでまとまった分析があ

まり行われてこなかったインドの日系企業現地法人データと異なり，中国，

米国の日系現地法人の活動については経済産業省（以下，経産省）をはじめ，

すでにいくつもの分析が行われており，本論考で示された一部のデータにつ

いてはそれ自体が新規性を持っているわけではない。経産省は本論考で使用

した海外事業活動基本調査の現地法人データに関して，企業数，労働者数，

売上高などの基本的なデータについて集計値を公表しており，それらは誰で

も利用可能である。また，経産省データ以外にも日本貿易振興機構（JETRO）
による「日系企業活動実態調査」など独自の調査に基づくデータ分析も行われ

ており５），有用な情報を提供している。さらに民間調査機関，研究機関によ

る独自のアンケート調査に基づく分析も中国などアジア諸国の現地法人に対

しては進められており，そうした研究からは集計データからではなかなか見

えてこない個別の実態について重要な知見が蓄積されつつある。しかしなが

ら，これらは主に個別地域について深堀した分析に焦点をあてたものであり，

異なる地域間の比較により考察を行っているものはあまり多くはない。特に，

近年の分析・研究は成長著しいアジア地域を中心としたものが多く，付加価

値ベースでみれば現在でも日本にとって最大の市場と考えられる米国の現地

法人との比較について議論しているものは限られている６）。本論考はこの

ギャップを埋めるものである。

以後の本稿の構成は次のとおりである。第２節では本論考で使用している「海

外事業活動基本調査」についてその特徴を解説する。第３節では米国および中国

に進出している日系企業現地法人について，企業活動基本調査の現地法人データ
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に基づいて比較・考察を行う。第４節では本論考の結果について簡単にまとめる。

２．データソースとその特徴

本論考は経産省が統計法に基づいて収集している『海外事業活動基本調査』

（以下，海事調査）の『現地法人データ』を利用している。同調査は，経産省が

「我が国企業の海外事業活動の現状と海外事業活動が現地及び日本に与える

影響を把握することにより，今後の産業政策および通商政策の運営に資する

基礎資料を得ることを目的」７）として収集しているものであり，毎年１回の

ペースで調査が行われている。同調査に関する概要を佐藤・加藤（２０１８）に従っ

て経産省ホームページより簡単に説明する。

海事調査は日本の会計年度末に合わせた毎年３月末時点で海外に現地法人

を有している日本企業に対して活動実態をアンケートにより調査しているも

のである。海外現地法人は海外子会社と海外孫会社からなり，それぞれ日本

側出資比率が１０％以上の海外法人，日本側出資比率が５０％超の海外子会社が

５０％超の出資を行っている外国法人として定義されている。海事調査は統計

法に基づく全数調査であり，本社および現地法人それぞれについて活動内容

を表す基本情報に関する回答を求められている。但し，同調査から金融業，

保険業，不動産業は除外されている。平成３０年（２０１８年）調査の概要によると，

調査対象となった本社企業９５９５社のうち，６９８９社から回答を得られており，

回収率は７２.８％であった。これは企業に対する全数調査としては非常に高い
回収率であり，統計データとしての信頼性は高いと考えられる。また，同調

査の本社データと現地法人データはID番号で接合が可能であり，近年は経産
省のもう一つの企業調査である企業活動基本調査のデータと海事調査の本社

データの接合も可能になっている。さらに同調査のデータはパネル化が可能

であり，これまで多くの実証研究に用いられている８）。

海事調査の現地法人数を他の調査のうち代表的なものとして東洋経済新報

社の「海外進出企業総覧」の企業数と比較してみると，２０００年時点，２００５年，

２０１０年，２０１５年の各時点において，中国は２４７７（１５６７），４０４０（３４３０），５０９７

（４９７８），６７０７（７１９２），米 国 は３６３８（２５９９），３５５４（２６２３），３２２１（２６５２），３５７９
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（３０２０）（カッコ内は海事統計の企業数）であり，金融，保険，不動産業を除外

している海事統計の現地法人捕捉率が十分に高いことが明らかである。

海事調査の企業データについては，利用に際して注意すべき点もある。ま

ず，全数調査においてはよく見られる現象であるが，データには異常値も相

当数含まれており，また項目によっては未回答の企業も少なくない。異常値

については，本論考で検討する中国，米国は企業数が多く特定の企業データ

による影響は小さいと考えられるため，刈込等のデータの加工処理は一切

行っていない。一方で，未回答については平均値の計算に際してズレが生じ

る可能性があるため注意が必要である９）。ただし，本論考では佐藤・加藤

（２０１８）によるインドの現地法人に関する分析に合わせるため，未回答の問題

には一切手を加えていない。また，現地法人の活動については，実際の建値

通貨と調査において報告される通貨が異なっているという問題もある１０）。伊

藤ほか（２０１９）によると，日本の製造業企業の海外現地法人では近年建値通貨

として現地通貨の使用割合が高まっており，特に中国では人民元の使用が増

加しているが，海事調査ではすべて円建てで報告することが求められており，

調査対象期間の為替相場の平均値を用いて円換算した数値が報告されている。

そのため，報告されているデータは為替相場変動の影響を直接受けており，

実際の活動データとの間にはその分ズレが生じている可能性を考慮しなけれ

ばならない。加えて，データはすべて名目値であるため，物価水準の変動が

大きいケースでも実際の活動とはズレが生じる可能性がある。しかしながら，

本論考ではこの２点についても一切の操作を行っていない。その理由は，前

者に関しては建値通貨としての円，米ドル，人民元の企業ごとの使用比率が

不明であるため正確な換算が不可能なためであり，後者についてもGDPデフ
レータ，消費者物価指数（CPI），単位労働コスト等，企業ごとにどのデフレー
タで調整することが望ましいかが不明なためである。

本論考においては，企業データの集計値は操業中と確認された企業のデー

タを用いて求められたものである１１）。また，本研究では中国および米国の日

系現地法人について地域別および産業別のデータ集計も行い１２），その結果に

ついても検討を行ったが，地域・産業によっては現地法人数がごく少数（１〜

３程度）ということがあり，それらについては企業が特定され個別情報の開示
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につながる恐れがあるため，データ利用規定によって図表で示すことも本文

で扱うことも許可されていない。したがって，本論考では地域別・産業別の

分析については，企業の特定につながらない範囲での比較は行うがそれらに

関して図表は作成しない。

中国の経済分析においては香港の取り扱いが重要な問題になる。香港は中

国内外の経済活動をつなぐ中継点として重要な役割を果たしており，外資企

業の中国での活動を分析するに際しては，その存在を無視することはできな

い。したがって本研究においては香港についてもデータ集計を行ったが，中

国・米国という両経済大国と並べて比較すると進出企業数，従業員数などで

スケールが異なり図表が混乱する可能性があるため，図に直接加えることは

避け，必要に応じてデータを紹介しつつ議論・解説に加える１３）。

３．中国および米国に進出している日系企業

まず，図１より中国本土および米国に進出している日系企業の現地法人数

および現地法人の従業員数を確認する。経産省が公表している集計データか

らも明らかなように，中国における日系現地法人数，従業員数が飛躍的に増

大したのに対して，米国における企業数，従業員数は過去２０年間ほぼ横ばい

である。これは米国が巨大な成熟市場であり，日系企業の進出の歴史も長い

ことが理由であると考えられる。日系企業にとって世界最大の経済である米

国は極めて重要な市場であることは間違いないが，日系企業はすでに米国に

おいてネットワークを構築しており，新たに多くの日系企業が参入し続ける

という状態にはない。一方で，中国は過去２０年間で急激な成長を達成し世界

第２位の経済大国になったことに加えて日本からの地理的な近さという有利

さもあって多くの日系企業を引き付けてきた。とりわけ，２００１年１２月の中国

の世界貿易機関（WTO）加盟は，中国に進出する外国企業に対して制度的な透
明性や信頼性を高める効果があり，これを境にして中国への外資の進出が急

拡大を見せた。この間，日中は政治的には必ずしも良好な関係であったわけ

ではなく，２００５年，２０１２年には中国で大規模な反日運動も展開されたが，「政

冷経熱」の言葉が示すとおり，政治的な緊張関係が全体としてみれば企業の
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経済活動を顕著に妨げることはなかったことがデータに示されている。一方

で２０１２年以降についてはその前の１０年のような急激な増加がみられることは

なく，横ばいの様相を示しているが，これは中国の経済成長が減速に転じ日

系企業の進出が飽和状態に近づいたことを示している可能性がある１４）。また，

日中間の政治的リスクに加えこのころから特に注目を集めることとなった中

国の環境問題の深刻化や中国人労働者の賃金上昇等の要因により，日本企業

がサプライチェーンネットワークの拡充において「China＋１」というリスク
分散戦略を取り始めたことも影響している可能性がある１５）。この点に関して，

現地法人データを本社データとマッチングして中国とASEAN諸国に現地法
人を持つ企業数をカウントした結果をみると，同時期において中国とASEAN
の両方に現地法人を持つ企業の数は中国のみに現地法人を持つ企業より明ら

かに多くなっている。なお，香港に関しては，現地法人数は２０１０年代に入り

増加がとまり停滞状態にあり，従業員数についてはサブプライムローン問題

に端を発する世界経済危機を契機にして減少に転じ，２０１５年には最盛期の半

分以下（１９８９３１→７６２５５）となっている。この原因としては，上海市場の発展や

中国本土でのサプライチェーンネットワークの整備による日系企業にとって

の中国貿易における香港の地位の低下が関係していると考えられる。

これに加えて，中国および米国の地域別現地法人数を確認すると，中国で

は現地法人の立地が上海周辺地域に集中していることが明らかとなった。こ

の地域への集中が加速したのは２００１年以降であり，中国のWTO加盟がこの地
域への日系企業の進出を大きく促進させたことが明らかである。２０１５年時点

では，同地域の現地法人数（４０８７社）は香港・台湾に隣接する広東省・福建省

を含む地域（１１１９社）の約３.６５倍，首都である北京周辺地域（１０６５社）の約３.８３倍
に及んでいる。一方で，米国では特定地域において著しい増加がみられると

いう現象は発生していない。観察された全期間において一貫してカリフォル

ニア州を含む西部沿岸地域に全体の３０〜４０％の現地法人が集中しているが，

イリノイ州・ミシガン州を含む伝統的な工業地帯に立地している現地法人数

との比較では，その比率は２倍未満である。産業別の進出企業数を見た場合，

中国と米国において現地法人数が多い産業は卸売・小売，輸送機械，一般機

械，化学工業となっており大きな差は見られない１６）。
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　図２には資本規模別の現地法人数を示したものである。これによると，中

国，米国ともに２０００年以降においてももっと進出企業数が増えているのは資

本金５０００万円未満の企業であるが，増加率は圧倒的に中国の方が高い。この

増加率の違いもやはり経済成長の著しい中国と成熟した経済を持つ米国の差

を反映したものと推察される。また，中国においては資本金１億円以上３億

円未満，３億円以上１０億円未満のレンジが大きなウェイトを占め，資本金１０

億円以上１００円未満がそれに続いているが，米国では最も大きなウェイトを占

めているのは資本金１０億円以上１００億円未満のレンジであり，進出企業の規模

には明確な差が出ていることが分かる。さらに資本金１００億円超という最大規

模グループに関して，米国で操業中の現地法人数は中国で操業中の現地法人

数の２倍弱（２０１５年時点で米国２３９社，中国１２２社）と，このカテゴリーでも米

国が中国を大きく上回っている。このボリュームゾーンの違いは両国におけ

る参入コストの差を反映しているものと考えられる。香港については，圧倒

的に資本金５０００万円未満の現地法人が多く，このカテゴリーに全体の４０％以

上の企業が入る上にその比率は近年さらに高まっている。一方でそれに続く

のは資本金１億円以上３億円未満のカテゴリーであるが，そのウェイトは

年々低下傾向にある１７）。



－８０－

　図３は一人当たり賃金と企業平均の資本金を示している。賃金に関して，

中国，米国の現地法人はともに２０１０年以降顕著な上昇傾向にある。全期間を

通じてみると中国の現地法人は２０１０年以前には緩やかな上昇傾向を持ちつつ

多少の変動がみられた一方で，米国の現地法人ではかなり大きな変動が生じ

ている。この一人当たり賃金の変動は為替レートの変動を反映しており，円

高の時期には円換算された一人当たり賃金が低下し，円安の時期にはどう一

人当たり賃金が上昇しているが，現地通貨（人民元および米ドル）で支払われ

ている賃金がこのように上昇と低下を繰り返しているということではないと

考えられる。また，２０１０年以降の賃金上昇については米国の現地法人の方が

中国の現地法人より金額では大きく上昇しているが，上昇率で比較すると中

国（１７.９％）>米国（１２.３％）と中国が上回っている。人民元の為替レートが急激
な変動を避けるために強く管理されていることを考えると，為替レート変動

を除いても中国では一人当たり賃金に顕著な上昇があったと言えるであろう。

一方で企業平均の資本金の推移をみると，スケールの違いによって米国では

近年増加傾向があるように見える一方で中国ではそうした傾向がなく横ばい

のように見えるが，増加率を計算するとどちらも５％未満であるとともに平

均的な資本金規模の大幅な増加は発生していないことが分かる。２０１０年以降
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の伸び率を比較すると中国が４.２％であるのに対して米国は２.６％であった。こ
れは先の図２で示した小規模企業の参入増加が円安による資本金の額面上の

上昇を相殺していることが理由と考えられる。香港に関しては，賃金は中国

よりも高く米国よりは低い。中国との比較では１９９５年時点では約８倍であっ

たが，２０１５年には１.７倍程度になっており，中国の賃金が急上昇し格差が縮小
している現状が示されている。一方で香港と米国の格差は香港の賃金が米国

の１/２未満であり解消していない。資本金の平均額でみると香港は中国，米
国と比べると明らかに少ない。データの初年である１９９５年時点でも中国本土

の現地法人の１/２以下であり，現在までその比率はほぼ変わっていない。こ
れは香港の現地法人が中国本土や米国と違い大規模工場などを持たないもの

であることが理由と考えられる。さら中国，米国と同様に顕著な増加も見ら

れない。２０１０年以降の賃金，資本金の伸び率をみると，賃金は１２.６％で米国
の実績に近いが，資本金については０.６％とほとんど増加していないことが明
らかとなった。
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　図４は企業活動について売上高，付加価値額，経常利益の集計値を比較し

たものである。これらのうち付加価値は分配側から営業利益＋賃金＋賃借料

として定義されており，営業利益は売上高－（売上原価＋販売費・一般管理費）

で求められる。なお，付加価値計算にあたっては，『海外事業活動基本調査』

の注記に従い，売上原価と販売費・一般管理費のいずれか一方，および賃金

と賃借料のいずれか一方のデータが少なくとも得られる企業のデータを用い

て計算されている１８）。図から明らかなように，先に見たとおり現地法人数で

はすでに中国が米国を大幅に上回っているにもかかわらず，売上高の合計値

では依然として米国が中国を圧倒している。これは付加価値についても同様

にみられ，さらにこの格差は中国の急激な経済成長を経ても縮小傾向を見せ

ていない。この結果は中国と米国の現地法人がサプライチェーンネットワー

クの中で持つ役割の違いを反映しているものと考えられる。日本企業にとっ

て，中国は過去２０年間において生産ネットワークの中で重要な役割を占める

工場としての機能が最も重要であった一方，米国は最終製品を販売する市場

としての役割が最も大きかった。そのため，売上高，付加価値ともに米国の

現地法人が中国の現地法人を圧倒する結果になっているものと推察される。

この結果は日本の輸出企業にとってのアジア市場と北米市場の違いを明らか

にしたKato（２０１５）の分析結果とも整合的である。これに対して，経常利益に
ついてはサブプライムローン危機（２００７年）以降，中国の現地法人が米国の現

地法人を上回るケースも確認されており，近年もその格差は極めて小さく

なっている。現地法人数では中国が米国を倍以上に多いことを考慮すると，

１企業当たりの経常利益に関しては依然として両国の現地法人にはまだかな

りの格差があると考えられるが，日系現地法人が中国で上げる経常利益が増

大していることは，中国が日系企業にとって生産拠点としての位置づけから

重要な製品・サービス市場となってきていることを示している。香港に関し

ては，売上高，経常利益の変動は米国と似た動きを示している一方で，付加

価値は全く増加しておらず，むしろ緩やかに減少を続けている。
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　図５は労働生産性の推移を見たものである。名目値によって計算されてい

るので特に米国では為替レート変動による生産性の増減が大きく表れている

一方で，管理レートを用いている中国では安定した傾向を保っているが，そ

の点を考慮したとしても両国での生産性の格差は非常に大きいことが明らか

である。先の図３と比べると，中国における労働生産性の伸びは賃金の伸び

を下回っているため，日系企業現地法人にとって中国の労働者は割高に成り

つつあることが示されている。２０１０年〜２０１５年で見ると，中国における売上

高ベースの労働生産性の上昇率は９.１％，付加価値ベースの労働生産性上昇率
は５.３％であるが，同期間における平均賃金の伸び率は１７.９％にのぼってい
る１９）。なお，米国では同期間でそれぞれ労働生産性上昇率が８.３％と７.９％であ
るのに対して賃金増加率は１１.２％であった。香港に関しては，売上高ベース
の労働生産性は米国よりやや低い程度で推移している一方，付加価値ベース

での労働生産性を図ると，米国に比べ大幅に後れを取っており，近年はむし

ろ中国の労働生産性に近い。２０１０－２０１５年の平均成長率は売上高ベース，付

加価値ベースでそれぞれ８.７％と４.９％であり，伸び率でみても付加価値で測る
労働生産性が伸び悩んでいることが分かる。
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　図６は費用の内訳を比較したものである。これについては中国と米国の現

地法人において大きな違いは見られない。どちらの国でも売上原価が費用の

８割以上を占めており，基本的な支出構造にはほぼ差がないことが明らかで

ある。香港の現地法人では売上原価のシェアは９０％を超えており，中国，米

国と比べてもなお高い。これらは各市場におけるビジネスの特徴に由来して

いるものと考えられるが，定義上，高い売上原価は低い営業利益になるため，

香港の現地法人の付加価値が低いことの一つの理由になっていると思われる。

　図７は設備投資額の総計と企業平均の設備投資額を示している。設備投資

についても，総額，平均額ともに米国の現地法人の方が中国の現地法人より

圧倒的に大きい。とりわけ，世界金融危機後の米国にある日系企業現地法人

の設備投資額急増が，両者の格差を拡大している。中国においても設備投資

は総額において増加傾向にあるが，平均でみるとそうした傾向はなく横ばい

が続いている。なお，２００５年と２０１２年の日中間の政治的な緊張関係は設備投

資の面から見ても現地法人の活動に大きなマイナスの効果をもたらしていな

いこともこの図では示されている。香港の現地法人に関しては，総額，平均

額ともに２０００年代前半が全体的に高く，２０１０年以降はかなり下がっている。
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　図８では現地法人の現地化の程度について，売上高中の現地販売率と仕入

中の現地調達率によって特徴を明らかにしている。金額ベースでみると，現

地販売額，現地調達額ともに米国では景気変動に合わせて大きく変動してい

るが，中国ではほぼ一貫して増加傾向が見て取れる。特に現地販売額の増加

は著しく，中国の経済発展に伴い，日系現地法人にとって中国の市場として

の重要性が増大していることが明確に示されている。現地販売額は２０１２年に

やや減少しており，これは政治的緊張関係の影響を示していると思われるが，

その減少幅はごくわずかであり，やはり現地法人の活動を大きく妨げてはい

ないと解釈できる。現地調達額も穏やかな上昇傾向を示しており，日系現地

法人がビジネスの拡大に合わせて現地調達を増加させている様子が示されて

いる。次にそれぞれを売上高比率，仕入れ比率でみてみると，現地販売率は

サブプライムローン危機を境に中国の現地法人が米国の現地法人を上回って

おり，現地調達率については中国のWTO加盟以降一貫して中国が米国を上
回っている。中国の現地法人は現地販売率，現地調達率はともに多少の変動

を伴いながらも横ばいの傾向を示しているが，米国の現地法人ではこの両者

はともに緩やかな低下の傾向を見せている。先に見てきたとおり売上高や設

備投資は拡大の傾向にある点と併せて考えると，米国における日系現地法人

のビジネスが米国市場のみをターゲットにしたものからさらに広がっている

ことを示していると思われる。香港に関しては，現地販売額，現地販売率と

もに２０１１年以降若干の増加傾向にある。一方で同期間における現地調達額，

現地調達率はほぼ横ばいである。

　図９ではサプライチェーンネットワーク内での現地法人の役割を検討する

ために研究開発費の売上高比率が示されている。米国において，研究開発費

は総額，売上高比率ともに変動を伴いながら推移しているのに対し，中国に

おいては総額，売上高比率ともに増加傾向を示している。とりわけ２０１２年以

降比率が高まっており，中国の現地法人が研究開発という生産ネットワーク

の中核部分に果たす役割が増大しつつあることが示されている。しかしなが

ら，その比率は依然として米国の現地法人より低い。研究開発費／売上高比

率は中国，米国の現地法人でほぼ０.５％未満であり，それを日本企業の平均的
な研究開発費／売上高比率と比較すると，企業活動基本調査で調査された企
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業について研究開発費の売上高比率は製造業で４〜４.５％，電気・ガスで１％
弱，情報通信業で１.５％，卸売業で１〜１.５％，小売業で０.５％未満２０）となってい

るため，現地法人の平均は小売業のケースに非常に近い結果といえる２１）。現

地法人のうち最大のシェアを占める産業は卸売・小売業であるため製造業と

の比較で低い値となることは予想されることではあるが，日本企業の平均値

との比較では相対的に低いことが明らかであり，このことは，日系企業が生

産ネットワークの中軸を依然として海外に移転させてはいないことの傍証と

いえるかもしれない。香港の現地法人に関しては，研究開発費総額は変動し

つつも近年増加の傾向がみられるが，売上高比率でみると最大でも０.１％程度
と中国本土，米国の現地法人と比べてもかなり低いため，日本企業が香港に

研究開発拠点としての機能をほとんど期待していないことが分かる。

　図１０は現地法人の輸出入と貿易収支をまとめたものである。過去２０年以上

にわたって日本の多国籍企業はアジア諸国にサプライチェーンネットワーク

を構築し，効率的な生産，為替リスクの緩和，アジアの成長力の取り込みな

どを行ってきた。このような企業にとって中国は生産拠点として最も重要な

場所であるが，その最終製品市場が中国であるとは限らず欧米や日本に多く
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の製品を輸出していると考えられる。一方で米国は世界最大の市場であり多

くの企業にとって最終製品の市場と考えられている。そのため，輸出額－輸

入額と定義される貿易収支に関しては中国では正，米国では負の値をとるこ

とが期待されるが，図によると中国の日系企業現地法人の貿易収支はほぼ正

で期待どおりと言える一方で，米国の日系企業現地法人の貿易収支は必ずし

も負ではなく，正であることも多い。輸出入の総額を見ても，米国の日系企

業現地法人は中国の日系企業現地法人を大幅に上回っており，前者の市場も

必ずしも米国に固定されていないことが明らかとなった。香港に関しては，

輸出入の総額が２００５年をピークに減少し，２０１５年時点では輸出が２００５年の

６２.０％，輸入が６７.１％になっている。貿易収支は１９９５年を除き黒字であるが年
による変動が大きく，近年はピークであった９０年代後半の１/４〜１/２程度
になっている。

　図１１では経常利益赤字，税引き後の利益赤字，マイナスの付加価値を出し

ている企業の割合を比較する。経常利益赤字，税引き後の利益赤字を出して

いる企業の割合は，ITバブル崩壊およびリーマンショック後で米国が不況に
陥った２００１〜２００２年，２００８〜２０１０年を除き，中国の方が米国よりも割合が大
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きくなっている。マイナスの付加価値を出しているいわゆる価値破壊企業の

割合についても，２００１年と２００９年を除いて中国の方が米国よりも割合が大き

い。この差に関して，中国の現地法人数が急激に増加してきた一方で米国の

現地法人数が横ばいであることを考えると，中国に新たに参入した現地法人

の中にまだ利益を上げるに至っていないものが少なからず含まれていること

を示唆している可能性がある。但し，米国においても経常利益赤字となって

いる企業は全体の１５％を超えていることから，市場競争がかなり厳しいもの

であることが明らかである。香港に関してはアジア通貨危機の影響が出てい

る１９９８年と世界金融危機の中にあった２００８〜９年に経常赤字企業が一時的に

大きく増加したことを除き，全体としてはそうした企業の割合は安定して

２０％未満をであるケースがほとんどで比較的安定している。この比率は中国，

米国のそれよりも低い。マイナスの付加価値を記録した価値破壊企業の割合

も２０００年以降に関しては１０％を下回っており，その比率は中国，米国と大き

な差はない。



－９０－

４．おわりに

本稿では，経産省海事調査の現地法人データにより，日本の製造業企業現

地法人の活動について中国と米国を比較することで分析を行った。この節で

は，本稿の議論の内容をまとめ，本論考で扱えなかった点および今後の研究

の方向性を述べて結語に代える。

現地法人数比較や現地法人の雇用者数において中国が米国を圧倒している

一方，売上高・付加価値においては依然として米国が中国を上回っているこ

と，研究開発費の売上高比率がかなり低いことなど，これまでにも示されて

いることに加え，本稿で示した中国・米国の日本企業現地法人の特徴として

は，依然として企業平均の付加価値では米国が中国を圧倒していること，資

本金額のボリュームゾーンが両国で異なっており，米国では１０億円以上とい

う大きな企業が多いこと，中国では現地法人の新規参入が拡大している一方

で資本金額や設備投資の平均額が伸びていないこと，現地調達率は中国の方

が米国の現地法人より高く，現地法人の輸出に関しては米国の方が中国より

も高いことが挙げられる。また，香港についての分析から，香港の現地法人

に関しては賃金面での中国との格差が急速に縮小している一方で米国との格
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差は解消していないことや企業平均の資本金額，設備投資が全く伸びていな

いことを示し，中国の経済発展に伴い香港の地位が低下しつつあることが明

確に示された。

本稿では経産省企業データの使用規定により地域別・産業別に関しては図

を用いた分析を行うことが出来なかったが，中国においては現地法人の所在

地に大きな偏りが生じており，所在地ごとの産業分布や対日，対第三国の輸

出入構造の違いなどを分析してその特徴を明らかにすることは，今後の分析

には必要不可欠である。従って，使用規定で禁止されている個別企業の特定

につながる恐れのあるデータの提示を慎重に回避しながらこの問題にどのよ

うに対応するかを検討し必要な分析を行うことが求められる。また，本稿で

掘り下げなかった問題として現地法人企業の輸出入行動の詳細が挙げられる

が，こちらについても，地域・産業による違い，子会社・孫会社間の差，対

日，対本社，対第三国などでの違いなどを分析することで，中国・米国にお

ける日本企業現地法人の活動実態をより鮮明に示すことが必要である。加え

て，現地法人企業のサプライチェーンネットワーク内での機能を明らかにす

るために，中国・米国の日系現地法人企業にとって第三国の巨大市場である

東南アジア諸国連合（ASEAN）やヨーロッパ連合（EU）との貿易についても，
産業間比較や子会社・孫会社比較などを行い明らかにしていくことが求めら

れる。これらの点は今後の研究で改善していく必要がある。
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１２）地域区分については付表参考．産業分類は日本標準産業分類の２桁産業分類による。

１３）図表は作成しているため，リクエストに応じて提供することは可能である。

１４）中国の実質成長率は２０１１年の９.３％から２０１２年は７.７％に下がっている（瀬口，２０１４）。
１５）円安が企業行動に影響を与えた可能性も考えられる。２０１０年を１００とした円・人民元

の実質為替レート指数は９６（２０１１年），９１（２０１２年），７１（２０１３年）となっている

（UNCTAD統計に基づいて著者計算）。
１６）その他産業およびその他の製造業に分類された企業は分析から外している。

１７）現地法人数自体は１４２（２０００年）から２０２（２０１５年）と増加している。

１８）佐藤・加藤（２０１８）および経済産業省（２０１５，６頁）

１９）データに基づき著者計算

２０）https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kikatu/result-２/h２１kakuho/pdf/H２１-５shou.pdf
２１）経済産業省（２０１０）。


